
8月28日（木）、定期航空協会に対して令和８年度予算概算要求・
税制改正に関わる要請をおこないました。要請項目である「航空産業
政策意見交換会（仮称）」について、大塚理事長からは「貴連合と
労使問題で対峙する関係にはなく、今後も本日のような意見交換を
継続していきたいが、加盟各社で『ぜひ開催を』ということになれば、
その際は考えたい。」との受け止めが示されました。
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左から）大塚定期航空協会理事長、内藤航空連合会長

●定期航空協会への要請項目●
航空産業政策意見交換会（仮称）の開催
産業労使が産業全体の視点で諸課題に関わる認識を共有し、業界の発展に
向けて忌憚なく対話を図る。
令和８年度予算概算要求・税制改正への対応
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